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令和６年度 
保育園等利用児童募集要項（随時利用版） 

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

町では、令和６年度の保育園等の新入園児（令和６年４月１日以降の追加入園）について、次のとおり園

児募集します。希望される保護者の方は、この募集要項をご覧の上、ご応募ください。 

 

１　募集対象施設 

   募集対象施設は、次の表のとおりです。 

※　幼稚園、認定こども園の幼稚園部分の利用を希望する方は、各施設に直接お問い合わせください。 

※　実際の募集人数は、継続児童のクラス持ち上がりや職員配置等によって決定します。状況によっては、

受入可能な月齢であっても、募集人数が０人となる場合もあります。 

 
施設の種類 施設の名称・住所

受入児童の月齢 

(令和６年４月１日現在)
運営主体

 保育所 木野北保育園 

（木野西通１２丁目８番地）

生後６か月を経過～ 

５歳児まで
音更町

 木野南保育園 

（木野東通４丁目２番地）

生後５７日目を経過～ 

５歳児まで
(福)大谷菩提樹会

 鈴蘭保育園 

（中鈴蘭元町２番地１０）

生後５７日目を経過～ 

５歳児まで

 認定 

こども園 

(保育所部分)

音更認定こども園 

（新通９丁目３番地）

生後５７日目を経過～ 

５歳児まで
(福)音更福祉事業協会

 宝来こども園 

（宝来仲町南１丁目１０番地）

生後５７日目を経過～ 

５歳児まで
(福)大谷菩提樹会

 緑陽台認定こども園 

（緑陽台仲区３５番地）

生後６か月を経過～ 

５歳児まで

(学)帯広葵学園
 駒場認定こども園 

（駒場南１条通３番地）

生後６か月を経過～ 

５歳児まで

 柳町認定こども園 

（柳町仲区１６番地）

生後６か月を経過～ 

５歳児まで

 認定こども園帯広大谷短期大学附属 

音更大谷幼稚園 

（希望が丘３番地３）

３歳児～５歳児まで (学)帯広大谷学園

 小規模保育 

事業所 

 (２歳 児 クラス 

まで)

家庭保育園ひだまり 

（木野西通１９丁目２３番地）

生後５７日目を経過～ 

２歳児まで
(株)Ａｎｉｍａｔｏ

 とかち帯広ＹＭＣＡ保育園 

（南鈴蘭南４丁目５番地５）
１歳児～２歳児まで (公財)北海道ＹＭＣＡ

 ゆめのもりほいくえん 

（新通１２丁目１１番地１８）

生後５７日目を経過～ 

２歳児まで
合同会社ゆめの杜
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２　応募できる方 

応募できる方は、次の要件の全てに該当している方です。 

※　施設ごとの受入児童の月齢は、１ページ「募集対象施設」をご覧ください。 

※　求職活動（起業準備を含む）により入園された方の有効期間は、最大９０日間となります。この間に就労

等の他の事由に該当されない場合は、原則として退園することになります。他の事由も有効期間がある

場合は、同様に期限までに他の事由に該当することが必要となります。 

※　毎年８月頃に、現況届として保育を必要とする事由や世帯状況の届け出をしていただきます。 

 

３　教育・保育給付認定 

対象施設の利用には、「教育・保育給付認定申請」と「保育園等の利用申込」の両方が必要で、原則同

時に行います。 

給付認定は、保育の必要性について保護者の状況に応じて次の表いずれかの区分で認定されるもの

で、認定区分によって、利用できる施設が一部異なります。 

また、保育を必要とする事由に応じ、保育必要量（保育時間）が２つの区分（表の注釈）で認定されます。  

 

４　受付場所・時間および申込可能時期 

 
 （１）利用開始日までに音更町に住民登録がある。 

（２）保護者が、保育を必要とする次の事由のいずれかに該当している。 

    【保育を必要とする事由】

  

 

 

 

 ア　月に４８時間以上の就労 

 イ　妊娠、産後間がない 

　　（生後８週を経過する月の月末まで） 

 ウ　疾病、障がい 

 エ　同居親族等の介護、看護 

 オ　災害復旧

 カ　求職活動(起業準備を含む。)  

　　（最大９０日間） 

 キ　就学、職業訓練 

 ク　虐待やＤＶのおそれ 

 ケ　その他町長が認める場合 

 

 

 

 

 

 認定区分 子どもの年齢 保育を必要とする事由 利用できる施設 保育時間

 
２号認定 ３歳以上 あり

保育所 

認定こども園(保育所部分) 保育標準時間※１ 

保育短時間※２  
３号認定 ３歳未満 あり

保育所、小規模保育事業所 

認定こども園(保育所部分)

 ※１　保育標準時間…１日最長１１時間の保育時間
 

　　　　　　　　　　（保護者の就労時間が月１２０時間以上） 

※２　保育短時間……１日最長８時間の保育時間
 

　　　　　　　　　　（保護者の就労時間が月４８時間以上１２０時間未満）

 受付場所 申込可能時期 受付時間

 音更役場 

子ども福祉課 

保育支援係

原則として、利用開始日の 

１か月前から２週間前まで

午前８時４５分 から 午後５時３０分まで 
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５　申込方法 

  原則として、受付場所への持参とします。町外にお住まいなど、持参による申込みが難しい場合は、お

手数ですが６ページの問合せ先までご連絡ください。なお、郵送に要する費用は、申込者の負担となりま

す。 

 

６　必要書類　※ご記入にあたっては、鉛筆やインクが消せるペンは使用しないでください。 

必要書類は、次のとおりです。不備があると申込みをお受けできませんので、ご注意ください。 

 

 書類の種類 作成上の注意点等

 １ 教育・保育給付認定申請 

（保育園等利用申込）書

○　申し込む児童１人につき、１通作成してください。

 ２ 就労証明書 

または 

保育の利用を必要と

する申告書 

 

 

※利用開始希望日時点の状況

に該当する様式・事由を提出

すること。 

○　申し込む児童の数にかかわらず、父親、母親で 1 通ずつ、次のうち該当す

る書類を作成してください。 

・就労の方･･･就労証明書を提出してください。 

・就労以外の事由の方･･･保育の利用を必要とする申告書を提出してください。

なお、事由によっては以下の添付書類が必要です。

  

 

 

 

 

 

 

就労以外の保育を必要とする事由 添付書類  

 

 

 

 

 

 

 妊娠中、産後間がない 母子手帳（出産予定日のページ）の写し 

※令和６年２月４日以降の出産予定であること

 疾病、障がい 診断書（町で定める様式。個別にお問い合わせ

ください）、障害者手帳の写し等

 同居親族等の介護、看護 介護する方について（町で定める様式。個別に

お問い合わせください）等

 就学、職業訓練 在学証明書、職業訓練受講証明書等の写し

 【例１】両親とも就労の場合･･･父母それぞれの就労証明書 

【例２】父就労、母求職の場合･･･父は就労証明書、母は保育の利用を必要とする申告書（求

職活動にチェック）

 ３ 令和５年度の所得と課

税状況が分かる資料 

 

○　令和５年１月１日現在、音更町以外にお住まいだった方は必要です。 

※教育・保育給付認定申請（保育園等利用申込）書に保護者の個人番号の記載がある場

合は、マイナンバー制度における情報連携により課税状況を把握します。ただし連携不可

の場合や、利用調整で所得資料が必要な場合は、別途資料の提出を求めることがありま

す。 

 【資料の例】いずれの資料も写しの提出でかまいません。

 市区町村民税 

特別徴収税額通知書

給料から市区町村民税が天引きされている方。 

会社等から５月頃に交付される。

 

 

 

 

 

 市区町村民税 

納税通知書

自営の方や、給料から市区町村民税が天引きされて

いない方。市区町村より５～７月頃に通知される。

 市区町村民税 

所得課税証明書

上記のいずれも手元にない方。当時お住まいだった

市区町村に申請し、交付される。
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７　利用者負担額（保育料）等　 

（１）利用者負担額 

利用者負担額は、世帯の町民税の課税額によって、次の表の階層区分ごとに金額が決まります。 

　【料金表】 

 

 

 

 

 

 

 

（２）多子軽減制度について 

ア　市町村民税所得割額の合計が、169,000 円以上（第６階層以上）の場合 

世帯内の保育園等を利用している未就学児童※を多子軽減の判定対象とし、最年長の児童から順に

数えて、第２子の児童の保育料は半額、第３子以降の児童の保育料は無料になります。 

　　 

 

 

 

イ　市町村民税所得割額の合計が、169,000 円未満（第５階層２以下）の場合 

生活費が一緒の子ども全てを多子軽減の判定対象とし、第２子以降の児童の保育料が無料となりま

す。 

※ひとり親世帯、在宅障がい児のいる世帯などは、一定の所得以下の場合、軽減措置があります。 

※世帯の収入状況によって、同居親族（祖父母）を算定対象に含む場合があります。 

 

 

 

階層区分 世帯の区分
世帯の 

推定年収

月額 月額

 ３･４･５歳児 

クラス
０･１･２歳児クラス

 標準・短時間 標準時間 短時間

 第１階層 生活保護 ―

0 円　　

0 円 0 円

 第２階層 町民税が非課税 ～260 万円 0 円 0 円

 第３階層 １ 町民税均等割のみ ～310 万円 9,900 円 9,700 円

 ２

町
民
税
所
得
割
の
合
算
額

 48,600 円未満 ～330 万円 13,600 円 13,300 円

 
第４階層

１  60,700 円未満 ～360 万円 17,900 円 17,600 円

 ２  72,800 円未満 ～380 万円 20,000 円 19,700 円

 ３  84,900 円未満 ～420 万円 22,100 円 21,700 円

 ４  97,000 円未満 ～470 万円 24,300 円 23,900 円

 第５階層 １ 133,000 円未満 ～520 万円 30,100 円 29,600 円

 ２ 169,000 円未満 ～640 万円 36,000 円 35,400 円

 第６階層 301,000 円未満 ～930 万円 49,400 円 48,600 円

 第７階層 397,000 円未満 ～1,130 万円 64,000 円 63,000 円

 第８階層 397,000 円以上 1,130 万円超 78,000 円 76,800 円

 ※推定年収はあくまで目安です。上記の額の範囲内でも、異なる階層になることがあります。実際は、世帯の状況、均等割、所得割の額

などによって決まりますので、詳細をお知りになりたい場合は、７ページの問合せ先へお問い合わせください。

【用語解説】 
○　均等割…地方税法第 292 条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、世帯の状況に応じた一定の所得を超えると定額で課

税されます。 
○　所得割…地方税法第 292 条第１項第２号に規定する所得割の額をいい、所得の状況に応じた額が課税されます。なお、保　　　　　　　　　　　　

育料の算定においては、①調整控除(第 314 条の６) は適用となりますが、②寄付金税額控除（第 314 条の７）③外

国税額控除（第 314 条の８）④配当所得控除（附則第５条第３項）⑤住宅借入金等特別税額控除（附則第５条の４

第６項、第５条の４の２第５項）などの控除は、適用されません。

※保育園等を利用している未就学児童とは… 

幼稚園、保育園、認定こども園、企業主導型保育施設、家庭的保育事業・小規模保育事業・居宅訪問型保育事業・事業所内保

育事業を行う保育施設、特別支援学校幼稚部、児童心理治療施設通所部に入園、もしくは児童発達支援・医療型児童発達支援

を利用している未就学児童のこと
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（３）３歳児クラス以上の副食費について 

３歳児クラス以上は、４ページ「利用者負担額」の他に、副食費が別途かかります（主食の提供を希望す

る場合は主食費も別途８００円かかります。）金額については、各事業所において決定し、徴収します。 

ただし、以下のいずれかの条件に当てはまる場合は、副食費が免除され、副食費が免除となる方にのみ

徴収免除の通知を交付します。 

ア　年収３６０万円未満相当の世帯の児童 

イ　同一世帯内の施設を利用している未就学児童のうち、上から数えて第３子以降の児童 

 

（４）利用者負担額の切替時期 

利用者負担額は、４月分から８月分までは前年度の町民税、９月分から翌年３月分までは当年度の町民

税により算定します。 

　　【令和６年度の場合】 

 

 

（５）利用者負担額の納付先 

利用者負担額は、利用する施設により、次の表のとおり納付先が異なります。 
 

 

 

 

 

 

 月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月

 算定

根拠

令和５年度の町民税
 

（令和４年１月～１２月の収入）

令和６年度の町民税
 

（令和５年１月～１２月の収入）

 木野北保育園 

木野南保育園 

鈴蘭保育園

音更町に納付

 音更認定こども園 

緑陽台認定こども園 

宝来こども園 

駒場認定こども園 

柳町認定こども園 

認定こども園音更大谷幼稚園 

家庭保育園ひだまり 

ゆめのもりほいくえん 

とかち帯広 YMCA 保育園

それぞれの施設に納付

 
　年収としては多少の増減であっても、階層区分が変わる場合は、利用者負担額が増減すること
があります。 
　また、その際に軽減措置の対象になったり、対象外になったりすることで利用者負担額が大幅
に増減することがあります。

注意事項
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８　利用調整の方法および結果等の通知 

（1）空きがある場合 

申込みの先着順（当日中の受付は同順位）でご案内します。 

（２）空きがない場合 

待機登録となります。希望する保育施設・該当クラスに空きが出たときに、待機登録をしている方につい

て、７ページの「保育園等利用調整基準」に基づき利用調整を行い、利用者を内定します。 

 

 

 

○　連絡・問合せ先　〇 

　　　　　　　　　　　　　音更町役場　子ども福祉課保育支援係 
（電話：0155-42-2111 内線 538　FAX：0155-42-5160） 
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保育園等利用調整基準 

 
利用調整は、次の表１による基準点数と、表２による調整点数の合計により行います。 
合計の点数が同順位の場合は、世帯の合計所得の低い順に利用予定者を決定します。 
 

表１　保護者の状況による点数の基準（基準点数）☆令和４年度調整分より点数が変更となりました 

表２　保護者の世帯の状況による点数の基準（調整点数） 

 区分 保護者の状況 基準点数

 １ 就労（１月の

就労時間数

が４８時間

以上）

月の就労時間が１６０時間以上 １０

 月の就労時間が１４０時間以上 ９

 月の就労時間が１２０時間以上 ８

 月の就労時間が８０時間以上 ７

 月の就労時間が６０時間以上 ６

 月の就労時間が４８時間以上 ５

 単身赴任による就労 １０

 ２ 妊娠中・出産後間がない ６

 ３ 保護者の疾

病・障がい

入院、寝たきり、医師により児童の保育が不可能と診断された場合 １０

 上記以外で、医師により日常生活に著しく支障があり、児童の保育が困難であ

ると診断された場合

８

 医師により部分的に児童の保育が困難であると診断された場合 ６

 ４ 親族の介護

等

入院等の者の常時付添い、寝たきりの者等の常時介護 １０

 上記以外 ６

 ５ 災害復旧（災害による被害の復旧のため保育ができない。） １０

 ６ 求職活動（起業準備を含む。） ３

 ７ 就学（職業訓

練等を含

む。）

月の就学時間が１６０時間以上 １０

 月の就学時間が１４０時間以上 ９

 月の就学時間が１２０時間以上 ８

 月の就学時間が８０時間以上 ７

 月の就学時間が６０時間以上 ６

 月の就学時間が４８時間以上 ５

 区分 世帯の状況 調整点数

 １ 保護者の不在（死亡、離婚、行方不明、拘禁等） １０

 ２ 兄弟姉妹が既に保育認定を受けている（転園の申込みの場合） 

※兄弟姉妹の希望施設が同一施設の場合に限る

６

 ３ 兄弟姉妹が既に保育認定を受けている（新規の申込みの場合） ４

 ４ 兄弟姉妹が新規かつ同時に保育認定を申請（３人以上又は双子） ３

 ５ 兄弟姉妹が新規かつ同時に保育認定を申請（２人※双子を除く） ２

 ６ 生活保護世帯又は生活保護基準に該当する世帯 ３

 ７ 申込みに係る児童が小規模保育事業所等を卒園予定 ３

 ８ 申込みに係る児童が障がい児（身体･精神・療育のいずれかの障害者手帳保有者又は特別児童扶養手当支給対象児童） ２

 ９ 保護者が町内の保育所または認定こども園で保育士として採用又は復職予定 ２

 １０ 主たる生計維持者である保護者が倒産、リストラ等の理由により日々求職活動をしている。 １
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